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ベ トナムの企業経営
一一 ドイモイ政策 ・外資政 策・日本企業の進 出を中心 として
丹 野 勲
は じ め に
筆者 は,本 年1994年に2回 ほどベ トナムに行 く機会 に恵 まれた。ベ トナム
の社会 ・文化 ・歴史 ・経済 ・経営の何 もか もが筆者には興味深かった。ベ ト
ナムは,人 類の縮図 を見ているようである。ベ トナムは,東 西冷戦時代の独
立戦争 とその破滅的な国土や国民の苦難,枯 葉剤に代表 される環境破壊,共
産主義経済の挫折 と社会主義市場経済体制 としての ドイモ イ政策 な ど,戦
争 ・環境問題 ・共産主義の崩壊 という人類の歴史的問題が凝縮 している。
しかし,ベ トナムは過去の苦難 を跳ね返す ような明 るさを,筆 者はベ トナ
ム体験で感 じた。 ここ2～3年 のベ トナム経済の状況は,か つて経験 した こ
とのないような明 るい状況である。かつての3桁 台のインフレも1992年に
は10%台,1993年には1桁 台に落 ち着 き,経 済成長率 も目標 を上回る成長 を
遂 げている。筆者が以前訪問 した時は,イ ンフレ懸念 か ら米 ドル紙 幣での
支払いが多 く求め られたが,最 近では現地通貨 ドンでの支払 いが,一 般の店
では求め られてい る。それだけ,民 衆 のイ ンフレ懸念 は減少 したのであろ
う。
最近のベ トナムの経済の好転 を考える上で,ベ トナム国内の改革以外に,
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国際的支援体制 を見 るこ とも重 要で ある。筆 者のベ トナムで の体 験で も多数
の国々か らの支 援が見 られた。例 えば,ベ トナム国営 の航空会社 で あるベ ト
ナム航 空で ある。筆者が搭乗 したバ ンコク とホーチ ミン(サ イゴ ン)間 のベ
トナム航空 の機体 とパ イロ ッ トはすべ てエ ール フラ ンスか らの リースで あっ
た。真新 しいエ アバ ス機 と,若 い フランス人機長 と副操縦 士が機体 を操縦 し
ていた。機長 と副操縦 士 は,ベ トナム人 スチ ュワーデスに,細 かな指示 を出
していた。 まだ,ベ トナム人乗務 員 は,西 側 の最新鋭機 の機体 での経験 が少
な く,フ ラ ンス人乗務 員が,ド アの開 け閉 めの麟 な ど・細か な指示 と教育
を していた。ただ,筆 者が吃驚 したの は,操 縦席 の ドアが,離 陸や飛行 中 も
閉 め られて いなかった こ とであ る。パ イ ロッ トがスチ ュワー デスに対 して指
示や教育す るため にその ドア を開 けっぱな しに したので あ ろうが,も しハ イ
ジャ ックを しようと思 えば簡単 に出来 るので,驚 いて しまった。2回 目のベ
トナム訪問 は,マ レー シアの クア ラル ンプールか ら搭乗 したが,こ の路線 は,
マ レー シア航空 とベ トナム航 空 との共 同運 行 であ る。筆者が,マ レー シアか
ら搭乗 したベ トナム航空 の機 体 はエアバ ス機 であ った。パ イロ ッ トもすべて
フラ ンス人 の操縦で あった。 この路線 のベ トナム航 空で も,エ ー ルフラ ンス
の機体 と乗務 員の一括 リー ス形態の運行 であ った。ベ トナム航空 の国際線 は
この よ うに,外 国航 空会社 か ら機体 と乗務員 の一 括 リー ス とい う形態が多 く,
フラ ンス,オ ース トラ リア,ブ ル ネイ等の国か ら リー ス形態で運行 してい る
ようであ る。 それ は,ベ トナ ムは,高 価 な航空機 を購入 す る資金 が不足 して
い る こと,ま たベ トナム人パ イロ ッ トは,ソ 連製 の航 空機 での操 縦経験 はあ
るが,西 側 の航空機 の操縦経験 が極 めて乏 しい とい う現実 か ら,こ の ような
機体 ・乗務 員の一括 リー ス とい う形態 とな ってい るようであ る。ベ トナム人
パ イロ ッ トは,現 在 フランスやオース トラ リアで,操 縦 に関す る訓練 を受 け
てい る現状 の ようであ る。 この事例 を見 て も,ベ トナムの航空産業 に対 す る,
国際的支援 が進 んで きてい るこ とをうかがい知 る ことがで きる。
日本の援助 も活発 にな って きてい る。 日本 のベ トナム に対す るODAの 額
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は,ベ トナムで トップ クラスで ある。筆 者が ホ0チ ミン市 か らカ ンボジア国
境 か ら20キロの町 を通 りタ イニ ン市 までの道路 を通 った時で も,そ の舗装工
事 は 日本 の援助 による もので ある とい う。
日本の企業 のベ トナム進 出 はまだ本格化 して いないが,ホ ーチ ミンの町で
は日本企 業の ブラ ン ドの看板が 目につ く。ベ トナムで は まだ乗用車 は少 ない
が,日 本 の 自動車 メー カーの乗用車 を多 く見 か ける。 モー ターバ イ クの ほ と
ん どが 日本の ホ ンダブ ラン ド,ベ トナムの大多数のモー ターバ イ クは,ホ ン
ダであ る とい う。ベ トナム では,都 会 だけで はな く農村 で もモー ターバ イク
は多 く,庶 民 の足 とな って いる。1台 の モーターバ イクに妻 と子供 を乗 せ て
走 っている光景が よ く見 られ る。ベ トナムで はバ スや電車 といった交通機 関
が発達 して いないの で,バ イクに よる通勤が一般 的の よ うで ある。 日本 の メ
ーカーの家電 製品 もベ トナムで は多 く見 られ る
。ベ トナムのホーチ ミン市の
秋葉 原 といわれ る電気街 であ るグエ ンフエ通 りとレロ イ通 りに囲 まれた一帯
に足 を踏 み入 れ る と,日 本 の メーカーの ブ ラン ド商 品が いっぱい並 んでい る。
そ この光景 を見 る と貧 しいベ トナム とい う感 じはな く豊 かでエネルギ ッシ ュ
なベ トナム とい う雰囲気 であ る。 カ ラーテ レビ,音 響 製品,冷 蔵庫 とい った
家電 品が多 い。ベ トナムの農村 で も,か な りテレ ビが普及 している ようであ
る。 見す ぼ ら しい作 りの農家 で も多 くの家 にテ レビア ンテナがつ け られ てい
る。
ベ トナムの明 るさは,農 村 で も感 じられ る。ベ トナムの農村 は,よ く手入
れ され,美 しい。筆者 は,ホ0チ ミンか ら南部 の高原都市 ダラ ッ ト市への旅
を経験 したが,こ の高原地帯 はベ トナムで も有 数のお茶 の栽培地帯 であ る。
丘陵地帯 の段 々畑 が あち こちに出来 てお り,そ こで はお茶の栽培 が行 われて
いる。 かつての 日本 の田園風景 を見 るよ うな整 然 と区画 され,丹 念 に手入れ
された茶畑 が続 いている。 それ は,あ たか も,幻 の風景 の ように見 える。 そ
れ は美 しい水彩 画の よ うである。農民 の衣服 もこぎれ いで,色 彩 も明 る く,
風 景 に溶 け込 んでい る。 ここが,か つ て悲惨 なベ トナム戦争 の舞台 であった
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とは到底思 えない。現在では,ベ トナム戦争の痕跡は表面的に見るか ぎりほ
とん ど見 られな くなっている。
ベ トナムの人口構成を見 ると,若年層や子供が極端 に多い。逆 ピラミッド
型人口構造 となっている。農村で も,子供の姿を多 く見かける。特に筆者の
訪問 した時期 は,学 校が休みの時期であったので,な おさら子供の数が多 く
思われた。 これか らのベ トナムを担 うのは子供達である。ベ トナムの義務教
育は,発 展途上国の中では高 いレベルにあり,就 学率は90%弱であるといわ
れている。最近国家財政の悪化か ら初等教育の後期は無償教育か ら有償教育
に切 り替わった ことで就学率がやや低下 してきているとい う問題 も抱えてい
る。 また,教 師の待遇がインフレの悪化や国家テ算の不足か ら極めて劣悪な
環境 となっているという問題がある。 しか し,こ のような悪条件の中で子供
達 は明る く,よ く勉強 しているように筆者 には見 える。ダラットの町を歩い
ていると本屋だけではな く貸本屋 も多 くある。貸本屋では新 しい本 を買 えな
い多 くの子供が貸本 を借 りて,勉 強 している。筆者は,ベ トナムのこれか ら
の経済発展において最 も大切 なのは,こ のような潜在的に優秀 なベ トナムの
人的資源であると思う。ベ トナムの真摯な子供の姿を見ると,い ろいろ困難
が山積 しているが,ベ トナムの将来は明るいのではないか と感ずる。
本稿では,以 上のような筆者のベ トナム体験 を踏 まえて,ベ トナムの経済
刷新政策,ド イモイ政策 を中心 として,ベ トナム経済の現状 と展望,所 有制
改革,国 営企業改革,外 資政策ベ トナムへの直接投資 と日本企業の進出,等
に関 して考察す る。
1ベ トナム経 済 と ドイモイ刷新政策
1ベ トナ ムの経済の現状 と展望
1991年6月に開催 された第17回ベ トナム共産党大会 において,第5次5か
年計 画(1991-95年)が決 定 され,従 来 の ドイモイ政策 の改革路線 を継承 す る
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こ とがあ らた めて確認 され た。第5次5か 年計 画で は,多 くの困難 を克服 し,
社会 ・経済 の安定 と発達 に対 す る挑戦 を続 け るこ と,政 治的安 定 を強固 な も
の とす る こ と,社 会 の否定 的な面 や不正 をな くす こ とを目標 とし,ベ トナム
の経 済的危機 を克服 す るこ とに主眼点 をお いた もの であ る。
現在,ベ トナムの経済 は,ド イモイに よ りかつての経済的危機 を克服 し,
明 るい兆 しが見 え始 めて いる。
(1)経済成長率
ベ トナムの経済 は,最 近比較 的高 いス ピー ドで成長 してい る。1976年か ら
90年の15年間の年平均GDP成 長 率 は約5.1%であ ったが,91年 は6%成 長,
92年は8.6%成長 であった(図表1参 照)。93年も約8.1%成長 が見込 まれ てい
る。91年か ら93年の3年 間のGDP成 長 率の平均 は7.3%と,以前 よ り高 くな
って いる。ベ トナム政府 は,第5次5か 年計画 の91-95年の間 の経済成長 率の
目標 を,5.5-fi.5%としてお り,最初 の3年 間 は計 画 を上 回 る経済成長率 とな
った。
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② 農業生産
農業生産額 は,近 年急速 に拡大 して いる。91年か ら93年の3年 間 の農業生
産額 の年平 均増加 率 は4.5%であ り,8690年の年平均増加 率3.7%を上 回 っ
た。多 くの農業 生産 品 目で生産額が増 えてお り,例 えば,品 目別 に86-90年の
平 均増加率 に対 す る91-93年の平均 増加率 を見 る と,穀物 生産で は20.0%,さ
とうきび生産 で は17.8%,お茶 の生産 で は18%,ゴ ムの生産 では28・7%・コ
ー ヒー生産 で は100%,増 加 してい る。
ベ トナムの最 も重要 な農業 は米 を中心 とした穀物生産 であ る。穀物生産 は,
85年で は1800万トン,86年で は1900万トンであ ったが,90年には2150万トン
に増加 した。第5次 経済計 画の始 まる91年の穀物 生産 は2200万トン,92年は
2420万トン,93年は2500万トン と順調 に増加 してい る。
ベ トナム は,つ い最近 まで食 用の米 を輸 入 す る米輸入 国 であ ったが,現 在
で はベ トナムは世界第3位 の米輸 出国に まで米 の生産 が増加 してい る。
(3)工業生産
1988年末 か ら,国 営企業 に対 す る政府 の補助 金が廃止 され,国 営企業 だ け
で はな く,私 営企 業の業績 を も鈍化 し,景 気 は悪化 した。1989年の工業生産
は,3.3%低下 した。90年には工業生産 はプラスに転 じ3.1%増とな ったが,
88年の レベル には回復 しなか った。
第5次5か 年計画が始 まる91年か らは,工 業生産 は急速 に拡大 して きて い
る。91年か ら93年までの3年 間の年平均工 業生産額 は,13.2%増を記録 した。
年度 ご とに見 る と,91年は10.4%増,92年は17.1%増i93年は12.1%増とな っ
てい る。91年か ら工 業生産が急速 に拡大 して きてい る原 因 としてy政 府 の国
営企業改革が あ る。90年の1月 の時点 で,国 営企業 は1万2084社存在 し,国
営企業 は主 に工業,貿易,サー ビスの分野 に多 く存 在 していた。政府 は,91年
か ら国営企業 の合併 や廃止 とい った国営企業改革 を実施 し,約2800社の国営
企業 を削減 した。92年,93年も国営企 業の整 理統合政策 を実施 し,2年 間 で
国営企業 を約3000社削減 した。94年には,国 営企業 の数 は約6000社となった。
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(4)対外経済関係
ベ トナムの対 外経済関係 は,ソ 連 や東欧 とい った旧共産圏 の崩壊 によ り困
難 な状況下 にあ ったが最近 で は好転 して きてい る。 かつ ては,ベ トナムの主
要 な貿易相手 国 は,ソ 連 や東 欧 とした 旧共産圏諸国 であ った。 ソ連 や東欧諸
国の崩壊 は,ベ トナムの伝統 的な輸 出 ・輸 入市場 を奪 うこ とにな った。1991
年のベ トナムの輸 出入額 は90年の額 の84.65%,輸出額 は同年 のiti%,輸 入
額 は同年 の82.6%と落 ち込 んだ。
この ような状況 下で,ベ トナム は急速 に貿易活動 の多様化 と多国化 を進 展
させ た。以前 は約40か国 しか貿易相手 国 を持 っていなか ったが,92年には112
か国 まで貿易相手国が拡大 された。92年のベ トナム の輸 出入額 は50億8500万
米 ドルで,91年よ り16,6%増とな った。 また92年は,ベ トナムで初 めて貿易
収支 が黒 字 を記録 した。93年の輸 出入額 は64億米 ドル と,前年比26.15%増と
なった。
ベ トナムへ の外国 か らの直接投 資 も増 えている。ベ トナムの新 しい外国投
資法 が1987年1月に発布 され,90年の7月 と92年の12月に外 国投資法 の修正
や補足 を行 った。1988年か ら93年までの6年 間で,ベ トナムへの外国 か らの
直接投資額 は約75億米 ドルで あった。93年末 まで に,実 際 に約20億米 ドルが
実行 され,そ の額 は予定投 資額 の約30%で ある。外 国か らの直接 投資額 は,
91年か ら93年の3年 間 を見 る と約60億ドルで あ り,そ の金額 は88年か ら93年
の6年 間の総額の約80%と な る。91年か ら外 国か らの直接投資 は急増 して い
るこ とを示 して いる。図表2は,88年 か ら93年までの年度 ご との直接投資額
図表2ベ トナムへの直接投資額の推移
1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年
直接投資額
(単位1100万米 ドル)













を示 してい る。93年末現在,ベ トナム は1018社の外資系企業(合 弁企業 を含
む)が 存在 し,ホ ーチ ミンに324社,ハノイ に121社あ る。
(5)インフレーション
1990年の インフ レー シ ョン上昇率 は67.5%,91年は67.6%と,インフレが
著 しい経済状況 であった(図表3参 照)。92年か ら,イ ンフレがやや鎮 静化す
る傾 向 を示 してお り,イ ンフレー シ ョン上昇率 は92年は17.6%,93年には5.2
%と かな り落 ち着いて きた。ベ トナム政府 は,94年も農産物価格がやや上昇
傾 向 にある ものの,イ ンフ レ上 昇率 は約10%以内に抑 えられ るであ ろう と予
想 して いる。
2ベ トナムの ドイモイ(刷 新)政 策
q)ド イモイ(刷 新)政 策 とは何か
1986年12月,第6回ベ トナム共産 党大会で決議iされ た新社会経済政策(刷
新 一 ドイモ イ)は,ベ トナムの経済 において画期 的な転換 であ った。政 治的
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には,改 革派のグエン ・バン ・リンが党の書記長に就任 した ことに代表 され
るように,改 革派が台頭 した。
ドイモイ政策 は,以 下の点を改革 しようとする政策である。
第1は,従 来の中央集権制経済か ら市場経済体制への移行である。すなわ
ち,商 品経済 ・市場経済の必要性 を認識 し,マ ーケッ ト・メカニズムを重視
する政策である。1987年から,各 種の商品に対 して市場価格制が徐々に導入
された。各種の商品の価格 は市場の需給 に委ね られ,政 府の価格決定は電力,
燃料,輸 送,交 通手段,鉄,セ メン ト,綿など一部の品目に限 られることと
した。
第2は,国 営企業の民営化や国営企業への経営自主権の拡大である。政府
は,各 省庁 とその他の関係中央政府機関 に対 し,そ れ まで諸機関の中に編成
されていた事業部門を政府か ら切 りr.,,し,それぞれ,民 間,国 営企業に権限
を委ね る等の改革である。 また,国 営企業に対 して経営の多 くの権限を委譲
する経営自主権 の拡大政策である。経営計画の策定,市 場への参入,価 格の
設定,人 事の決定}賃 金の決定等の多 くは国営企業に権限が委譲 されている。
国営企業 は独立採算制 に移行 し,自 ら費用 を負担するとともに市場に結びっ
いて主体的に生産できるようになった。政府 は国営企業 に対する補助金を大
幅に減 らす とともに,命 令的計画ノルマを廃止 した。
第3は,所 有制改革である。従来の国有 ・公有の所有形態か ら国有 ・公有,
集団所有,個 人所有 といった所有形態の多様化 を認 めた ことである。外国企
業がgoo%出資する完全子会社や,合弁企業の設立をも認めた。また,公的所
有の財産は,国 営企業や協同組合 にだけ与 えられるのではな く,各種の形態
で利用で きるようにした。すなわち,売 買のほか,請 負,賃 貸,株 式化,土
地の長期使用貸与や使用権 などの形態である。
第4は,対 外経済関係の開放政策である。特 に,海 外か らの投資 を積極的
に導入する政策 を打 ち出 した。1988年に制定 された外国投資法は,外 資導入
による経済政策 を目指す上で画期的なものであった。
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第5は,農 業改革である。農民 に土地の長期間使用権 を認 め,か つ農産物
マーケッ トにおいて大幅な自由を認めた農業政策である。特に,1988年に決
定 された政治局の第10号決議が重要であ り,農業合作社の農地 を合作社の社
員農家の労働力に応 じて分配 し,土 地の使用権(耕 作権)を 認める決議 を出
し建.1。号決議の主要な内容 は,以 下である.第1は 請 負地酉己分に際 して
入札制度 を導入 したことである。農地の一部 は家族数に比例 して配分す るが,
残 りは入札 によって農地 を配分する制度である。第2は,農 地の請負期間を
15年か ら20年と長 くしたことである。第3は,生 産 を請 け負った農民 は,収
穫の40～50%を分配 された。
② 所有制改革
ベ トナムでは,ド イモイ政策以降,国 営企業以外の各種の企業 ・事業形態
が存在することを認 める所有制改革を行った。1992年にベ トナムは新憲法が
2)
公布 され,そ こに企業の各種 の所有形態が規定 されている。新憲法第15条は,
全人民所有(国 有),集団所有,お よび私的所有の3種 類の所有形態 を認め,
全人民所有 と集団所有 を中心的な制度にすると規定 している。 また,新 憲法
第21条は,私 的所有企業の生産,流 通,販 売における進出事業分野 に制限 を
設 けない とい う活動範囲を制限 しない私的経済活動の自由を規定 している。
第22条は,生 産,流 通,販 売事業 をおこなう全企業は法の下 に平等であると
規定 している。以上の規定から,全 人民所有企業,集 団所有企業,私 的所有
企業の間に不平等 はないことになる。第23条では,私 的財産 の国有化の否定
を規定 している。
ベ トナムでは,ド イモイ政策以降,具 体的には以下のような所有形態の企
業が存在するようになった。
第1は,国 営企業である全人民所有制企業である。ベ トナムでは,国 営企
業の経済に占める比重が大 きく,国 営企業の多 くは赤字経営をしている現状
にあ り,ど う国営企業 を改革するかベ トナムでは大 きな課題 となっている。
第2は,集 団所有制企業である。ベ トナムでの集団所有制企業の代表的企
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業 は,協 同組合組織である。中国では,郷 鎮企業 とよばれる集団所有制企業
の中国経済に占める地位 は大 きいが,ベ トナムは集団所有制企業の地位 はそ
れほど高 くはない。
第3は,合 弁企業である。合弁形態 としては,国 営企業 と民間企業 との合
弁,民 間企業同士 との合弁,国 営企業 と外国企業 との合弁企業,あ るいは,
民間企業 と外国企業 との合弁,等 がある。
第4は,民 間企業である。ベ トナムでは,非 国営企業である民間企業 には,
会社法が規定す る株式会社 と有限会社,個 人経営企業法が規定する個人企業
がある。
第5は,外 国企業 である。ベ トナム外国投資法 に基づいて,海 外在住ベ ト
ナム人 を含めた外国企業,個 人資本家の100%出資による会社である。
ヨラベ トナム政府は,民 間企業活動 を促進する政策 を打ち出 している。政府 は,
民間企業に対 し,原 材料の供給,金 融,税 金等で国営企業 と差別 しない政策
を打 ち出 している。民間企業が外国企業 と独 自に交渉することや,外 国から
機械設備 を輸入するために外貨を使用すること,な どを認 めた。 また,政 府
は,民 間資本の企業活動 を法律面で保証するために 「ベ トナム社会主義私企
業法」が90年国会で採択 され,91年4月15日に発効 された。私企業法では,
「18歳以上のベ トナム人は私企業 を設立する権利 を有すること(私企業法第1
条)」,「国家は私企業の長期的存在 と発展を公認 し,私企業は他の企業 と法の
前 に平等であることおよび経営の合理的利益の創出性 を認めること(私 企業
法第3条9)」,「生産手段所有権,資 本,財 産に関する相続権,企 業主のその
他の合法的権利および利益 は国家によって保護 される(私企業法第4条)」等
が規定 されている。 これらの政策 によ り,ベ トナムで は,民 間企業の数が激
増 し,そ の生産高は急速に増大 している。
図表4は,ベ トナムの国内総生産(GDP)に占める国営企業 と民間企業の
生産高 とその割合を見た ものである。1990年か ら92年まで,民 間企業の生産
高は,順 調に拡大 しているが,国 営企業の生産高 も民間企業 を上回るペー ス
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社の国営企業が存在 している。国営企業は,ベ トナムのGDPの 約30%を生産
し,ベ トナムの全工業生産の約50%を占めている。
1988年からかな りレイオフしたにもかかわ らず,約200万人の労働者が国営
企業に雇用 されてお り,建設や貿易分野では雇用者の約3分 の1弱 が国営企
業 により雇用 されている。多 くの国営企業は規模が小 さく,特 に小売 り産業
では小規模 な場合が多い。大規模 な国営企業 はそれほど多 くはないが,資 本
集約的で装置産業に多 く,産業 としては石炭鉱山,石 油生産,セ メント,食
品加工,運 輸 に多い。
かつてのベ トナムの国営企業 は,中 央の官僚 による集権的統制,お よび赤
字に対す る政府の補填 といった補助金制度(こ れはパオ ・カップ制度 と呼ば
れていた),等により非効率な経営を続けていた。現在,国 営企業は,市場価
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図表5ベ トナムの国営企業,集 団所有制企業,民 間企業別の雇用者の推移
(単位:1000人)
1988年 1989年 1990年 1991年 1992年
全雇用者数 28,47728,94030,28630,97431,850
国営企業 4,052 3,801 3,419 3,246 3,035
中央国営企業 1,;3591,455 1,341 } 『
地方国営企業 2,6932,3462,07s 『 一
集団所有制企業 Zo,s5s19,7502Q,41418,071 8,fi44
民間企業 3,768 5,389 fi,4539,fi57工0,211
出 所:Vietnam'ADevelopmentPerspectizerPreparedforthe
DonorConference,Hanoi,Vietnam ,1993,p_29
格で原材料 を購入 しなけれぼならず,も はや政府か ら補助金や他の援助 を受
けることができな くなっている。国営企業 は,生 産性を高め,品 質 を高めな
ければならな くなっている。 この ような国営企業の改革を実現するには時間
がかかるであろうが,国 内の民間企業や外国企業 との競争 に打ち勝 って,国
営企業の効率を高める必要があるとベ トナム政府は考 えている。そのために,
い くつかの非効率な国営企業は,整 理統合 されている。ベ トナム政府は,依
然 として国営企業 をベ トナム経済において重要な役割 を果たし続けるべきで
あると考えているが,国 営企業の効率的成果 をも確保 しなければな らないと
考えている。
現在,ベ トナムでは国営企業改革が行われている。図表5は,1988年か ら
92年までのベ トナムの国営企業,集 団所有制企業,民 間企業別の雇用者の推
移を見たものである。国営企業では,1988年か ら92年まで一m貫して国営企業
の雇用者が減少 して きている傾向を示 している。 これに対 して,民 間企業の
雇用者 は増大 してきている。国営企業の生産 は,1988年か ら92年まで拡大 し
ていることか ら,国 営企業の効率性 は高まってきている。ベ トナムの国営企




ナム政府 は,試 験 的 に国営企業 を株 式化 し,そ の推移 を分析 す るた め7社 を
選抜,発 表 した。対 象 とされ る7つ の国営企業 は,5つ の中央省庁 と2つ の
地 方人民委 員会 の傘下 にあ る企業 であ り,比 較 的経営状況 が良好 な企業 で あ
る。具体 的 には以下 の企業 であ る。
1.南 部石 けん製造工場(重 工 業省化学公社南部石 けん会社所属)
2.ト ンニ ァ ッ トマ ッチ工場(ThongNhatMatchMill)(軽工業省 マ ッ
チ工場連合 所属)
3.家 畜飼料加工製造企業(農 林食 品工 業省)
4.ロ ンビン木材加工企業(LongBinh)(林業省林業輸 出会社)
5.ハ イ フン総合物資企 業(HuiHung)(貿易省)
6.リ クシム包 装品製造工場(ハ ノイ人民委員会)
7.レ ガ メ ックス衣料製作工場(ホ ーチ ミン市人民委 員会)
5)
国営企業の株式化の実施 は大幅に遅れているようである。政府 は,上 述 し
た7社 を株式会社 に移行 させる予定であったが,こ れまでに実現 したのは2
社だけである。
最近,ベ トナム政府は,国 営企業の株式化 を促進する政策 として国営企業
の株式発行を自由化す るという制令 をまとめた。国営企業 は株式発行 に際 し
ては大蔵省から認可 を得 ることとしている。国営企業は自らの意志で株式会
社への移行ができるようになる。株式を購入できるのは,ベ トナムの法人,
個人のほか,外 国が出資 したベ トナム企業 とベ トナム在住の外国人な どであ
る。間接的なが ら国外か らの株式購入の道 を開いた。
ベ トナムでは,ま だ株式市場がな く,株 式制度 も未発達な現状か らして,
国営企業の株式化の実現 は困難が予想 される。ベ トナムの国営企業の株式化
の今後の動 きを注意深 く見つめていきたい。
(4)ドイモイ政策の成果 と問題点
1986年か ら実施 された ドイモイ政策 は,多 くの成果 を上 げたが,ま た多 く
の問題点をも生み出 した。
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最大の問題点 は,市 場経済体制に移行する時期でのインフレである。ベ ト
ナムでは,1988年まで高いインフレ状態が続 き,社 会 ・経済的混乱を招いた。
ドイモイ以前のベ トナムの経済 は,基 本的には市場価格 メカニズムによる
のではなく,国 家による統制経済が中心の構造であった。国家が市場関係 を
ほとん ど利用 しないメカニズムで,国 営企業の生産 ・経営自主権 は著 しく制
限 されていた。国営企業 は,価 格の決定権が事実上な く,価格 は中央管理機
関によって決定 され る固定価格であった。国営企業に補給 される資材の価格
と国際市場 における価格 の大 きな乖離,お よび国家が買い上げる製品の価格
と国営企業 に対する生産材販売価格 との乖離が生 じ,国 家の財政補助金によ
ってそれを補填するシステム,す なわち価格差補給制度(baocap;パオ ・カ
ップ制度)が 存在 していた。 また,企 業の給与生活者に生活必需品 を廉価 な
固定価格の ままで配給する現物配給制度が存在 していた。 この現物配給制度
は,廉 価な固定価格 を維持するために,多 額の国家の財政的補助 による補墳
が必要であった。以上の要因か ら,ベ トナムの国家財政 は大幅な赤字状況で
あった。
この現物配給制度 と価格差補給制度 は ドイモイ政策が開始 される1年 前の
1985年より漸次 に廃止 された。 しかし,そ のような市場経済にむけての改革
には多 くの混乱 を招いた。すなわち,以 前 よりもまして猛烈なインフレが進
6)
行 し始 めたので ある。 その原 因の第1は,各 企業が名 目賃金 の上昇 や資材 の
値上が り分 を盛 り込 むた めに,一 斉 に製品価格 を引 き上 げた こ とである。第
2に,配 給制度 とい う現物 支給 制度 を廃止 した分,労 働 者 ・公務員 に支払 う
現金が増大 し,通 貨供給量 を膨 張 させ た。 これ に対 して,農 産物 ・工 業製 品
の生産 はさほ ど伸 びなか ったため,物 価 高騰 に拍車が かか った。第3に,通
貨 ドンの対 ドル ・レー ト切 り下 げに ともない,輸 入製品 の現地通貨表示 も高
騰 した。第4に,突 然 の デノ ミ発 表 に よってパ ニ ック状況 に陥 った民衆が,
買 いだ めに走 った。 すべての国民 に深刻 なイ ンフレ懸念 を もた らした結果,
1985年末 には物 価の上昇率 は91.6%,1986年末 には487.6%にまで高騰 した。
ベトナムの企業経営95
のインフレの根本的原因は政府 の貨幣発行の増大である。不合理 な金利政策
と補助金政策による政府予算の赤字拡大 は,政 府 に貨幣発行の増大 を強いた。
流通紙幣発行の増加率は1985年末 には155.1%であったが,1986年の末 には
348.8%にまで伸びた。通貨 は増 えたものの市場製品はそれに見合って増 えな






定を依然 として放棄 しないばか りか,価 格 ・賃金の大調整後 も引 き続 き金利
の補填,す なわちインフレ率よ りはるかに低い利子で貸 し付けを行 うと共に,
g}
価格 を抑 えるた めの補 填 も続 けた こ とに よる。 国営企業 の経営 は非効率 で,
国営企 業の赤字 は国家か ら補填 されていた。 そのため インフレは下が らない
どころか イ ンフレ懸念 に拍車 がかか った。 こうした背景 の もとで,イ ンフレ
対策諮問委員会が首相 の下 に作 られた。
この インフレ対策諮 問委 員会が政府 に提 出 した解決策 は以下 の よ うな こ と
で あった。預 金金利 をイ ンフレ率 よ り高 く引 き上 げる と共 に,外 国製品へ門
戸 を開放 す る ことに よ り,米 や主要な商 品及び金,ド ル,ベ トナムの通貨 ド
ンを市場 メカニズム に任 せ る とい う改革で ある。 すなわち多 くの経済 セクタ
ー を持 つ商 品経済 の もとで,市 場 メカニ ズム と需給バ ランスに よる価格 の決
定,特 に上記 の主要商 品 に対 してそれ を認 め るこ とであ る。 そ して価格安定
のた めの需給 を調整 す る備蓄基金 を国が創設 した ことで ある。
1989年か ら,この政 策 を取 り入れ た市場経済体制改革 の成果が現 われ,1989
年末 に は35%にまで インフレ率が低 下 した。
1990年はイ ンフレ率 は67.5%,1991年は67.6%と上昇 したが,1992年か ら
インフレが再 び鎮 静化 して きてい る。1992年のイ ンフレ率 は17.6%,1993年
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には5.2%と大 幅 に低下 して きてい る。1994年もインフレ率 は10%以内 と予想
され,ベ トナム政府 のイ ンフレ抑制策 は大 きな成果 を上 げてい る。
今後 のベ トナ ムの ドイモイ政策 において,イ ンフレの抑制 は重要 な課題 で
あ る。市場経 済体制,国 営企業改革 を大胆 に行 うと同時 に,イ ンフレを どう
抑制 してい くか,ベ トナム政府 は難 しい経済運営 が必要 とされ よ う。
IIベ トナムの直接投資 と企業経営
ベ トナム は,ド イモ イ政策 が決定 した以降 の87年12月新 たな外 国投 資法が
制 定 され,88年 工月に実施 された。 そ して,88年9月 に外 国投資法 に関す る
施行細則 が発表 され た。 この新 たなベ トナムの外国投資法,お よび施行細則
の内容 は,他 の アジア諸国の外資関連法規 に比較 して も遜 色 ない内容 とな っ
てい る。特 に出資比 率や減 免税措置 において は顕著 であ る。
ベ トナム政府 は,新 た に国家協 力投資委員会(SCIC:StateCooperation
andInvestmentCommission)を設立 し,直 接投資 に対 す る管理 を行 って い
る。委 員会 は,外 資 に対 して情報 ・ア ドバ イス を与 えた り,投 資 申請 の審査,
投 資の優先順位 の決定,等 の業務 を行 ってい る。
さらにyベ トナム政府 は,外 資 を積 極的 に導入 す る政策 として,輸 出加 工
区(EPZ:Export-Processing)を設置 した。93年12月現在,ホ ーチ ミン市 に
2か所,北 部 のハ イ フォン市 で輸 出加工 区が認 可 され てお り,ダ ナ ン省 とカ
ン トン省で も輸 出加工 区設立 の計画 があ り,現 在認 可待 ちの状 況 とな ってい
る。
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することがで きる。(第3条)」 とされ,原 則的には,投 資分野の制限はない。
ただ し,「ベ トナム国は外国の組織 個人が以下の分野で投資することを奨励
す る。(第3条)」 とし,投資の奨励分野 を規定 している。奨励 される投資分
野 としては以下がある。
1.主要なベ トナムの経済発展計画一一輸出品生産 と輸入代替生産 の
分野。
2.熟練労働 を要する高度技術産業,既 存の経済施設の生産能力 を高める
ための集中的投資。
3.ベ トナムにある原料,天 然資源 を利用 した労働集約型生産。
4.イ ンフラ建設。
5.観光,船 舶修理,空 港 ・港湾などのサービス,そ の他外貨獲得のため
のサービス。
なお,投 資が奨励 される分野の細 目は,外 国投資管理国家機関によって公
表される,と している。
② 投資形態
投資形態 として,以 下の3種 類が認められている。
1.事業協力契約を交わした事業協力。
2.外資側 とベ トナム側が資本 を出資する合弁企業。
3.100%外資企業。
第1の 形態の事業協力 とは,現 地法人 を設立せず,外 資側 とベ トナム側が
契約 に基づいて協力 して事業 を遂行する形態である。事業協力契約には,双
方の責任,お よび経営成果の分配 を規定することになっている。
第2の 合弁企業形態 と第3の100%外資企業形態 については,各種の規定が
盛 りこまれている。
外資側の合弁企業に対す る出資比率 は,上 限制限はないが,下 限制限 とし
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て30%以上 と規定 されている。100%外資側出資の完全所有子会社 も当然認め
られている。外資側からの拠出分 は最高額については制限 されない。
合弁企業 は,原 則 として外貨バ ランスを保 たなければならない としている。
すなわち,「双方は合弁企業の製品の輸出 とベ トナムでの消費の割 り振 りの比
率については,外 貨の需要は自己調達の原則で合意する。(外国投資法第11
条)」と規定 している。 しかし,90年半ば以降,こ の ような外貨バ ランスはか
な り緩和 されてきている という。
取締役会の人的構成に対する規定がある。合弁企業 については,「双方は,
資本分担の割合 に応 じて取締役会に参加する自分の側の役員 を任命 し,少 な
くとも2名 を参加させ る。取締役会長 は双方の合意で選出する。社長 もしく




%外資企業 について も同様 に適応 され る。外国投資法施行 に関する細 目では,
「合弁企業の活動期間は合弁契約での合意 による。原則的には20年を越 えな
い。 しか しs天 然資源開発案件 にっいては,施 設建設期間,投 資資金の回収
期間の長 い案件 については,双 方は一層長 い期間で合意する権利 を有す るが
50年を越 えない。(外国投資法施行細則第43条)」と規定 されていた。92年12
月の外資法改正で,合弁企業 と100%外資企業の存続期間の上限は20年か ら50
年 に延長 された。 また,天 然資源開発案件やインフラ関連事業については,
国家常務委員会の決定 を得れば70年まで存続期間を認 めることにした。
雇用 については,ベ トナム入を優先 させ る規定がある。外国投資法では,
「ベ トナムの公民 は外国投資企業で優先的に採用される。ベ トナム人職員が対




委託加工 と技術提供がある。委託加工 とは,原 材料 を海外か らベ トナム企業
に持 ちこみ,ベ トナム企業に加工 して もらって製品 として海外の委託発注企
業が引 き取 る方法である。1993年7月,国会で輸出入税法が改正され同法第
10条に第5号 が追加 され,第5号 は加工 して再輸出され る原材料について輸
出入税 は課 されないという優遇措置 を明記 してお り,委託加工がや りやす く




中,外 国の組織,個 人の資本,財 産 は行政的手段 による接収や没収をうけな
い。外国投資企業 は国有化されない。(外国投資法第21条)」という規定があ
る。
外資企業の利益,資 本金,財 産等の海外送金 を認めている。「ベ トナムに投
資す る外国の組織 個人 は以下の ものを外国に移 し,送 金することができる。
1.経営 によって得た利益の取 り分。2.技 術提供料,使 役料。3.企 業活
動 に融資 した元本 と利子。4.投 資資本。5.自 己の合法的所有 に属する金
銭やその他の資産。(外国投資法第23条)」と規定 されている。
(4)外資企業に対する優遇措置
外資企業に対する所得税の減免 を中心 とする各種の優遇措置が組み こまれ
ている。
所得税の優遇 については,「投資領域,投 資地域,投 資額,輸 出量,国 内で
まだ生産できない,も しくは生産が まだ不十分な需要輸入品の代替品量,活
動の性質および期間により,外 国投資 を管理する国家機関は合弁企業が利益
を上 げ始めた年か ら最長で2年,法 人所得税 を免税で きる,さ らにその後最
長で2年 間法人所得税 を50%減税で きる。(外国投資法第27条)」,と規定 され
ている。
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図表6 国別 にみたべ トナムへの直接投資
1994年7月7日 ま で の 直 接 投 資 の 件 数 と 内 訳
ブ イ セ ン ス プ ロ ジ ェ ク ト984
中 止 さ れ た プ ロ ジ ェ ク ト151
兀rし た プ ロ ジ ェ ク ト8

















































































2べ トナムへの直接投 資の推移 と現状
ベ トナムへの海 外か らの直接投資 は,近 年急速 に増大 してい る(図 表2参
照)。
ベ トナムへ の直接投資額 は,88年は3億6600万米 ドル,89年は5億3900米
ドル,90年 は5億9600万米 ドルi91年は12億8800万米 ドル,92年は19億3900
万米 ドル,93年は28億米 ドル と急速 に拡大 している。94年に入 って も,ベ ト
ナムへの直接 投資 は急増 して お り,国 家協力投資委員会(SCCI)が94年上半
期 に認 可 した海外か らの投資 プロ ジェク トの数 は185件,投資額 は約20億ドル
となった。 この額 は前年 の同時期 と比較 す る と65%の大 幅増加 で ある。
国 ・地域 別 にベ トナムへ の直接投 資 を見 る と,台 湾,香 港が上 位 を占めて
いる(図 表6参 照)。93年か ら,韓 国,シ ンガポールの投資 が急増 してい る。
日本 のベ トナムへの投 資 は,件 数,金 額 ともそれ ほ ど多 くはない。図表6は,
94年7月7日 までの国別のベ トナムへの直接投資額 の累計 を見 た ものであ る。
これ を見 る と,日 本 は,第6位 で,世 界 の経済大 国の地位 か らす る と必 ず し
もベ トナムへの投 資額 は多 くはない。投資額 で見 る と,台 湾,香 港,韓 国,
シンガ ポール,マ レー シア とい ったア ジア諸 国が上位 を占めてお り,そ の他
の地域 の国 ではオー ス トラ リア,フ ランス,ニ ュー ジ0ラ ン ドといった国が
上位 に入 ってい る。ベ トナム政府 は,日 本 のベ トナムへの直 接投 資 を強 く期
待 してい るが,現 実 には,ベ トナム政府 の期 待 に反 してベ トナムへの直接投
資 はそれほ ど増 えていない。
ベ トナムへの海外 か らの直接投 資案件 を地域別 に見 ると,ホ ーチ ミン市が
最 も多い。94年度上半期 の投 資案件 を見 る と,ホー チ ミン市が49件,3億9500
万米 ドルで ある。ホー チ ミン市 への直接投資 の累計 は,393件,31億米 ドルで
あ る。次 いで,94年度上半期 の案件 では,ハ ノイ市 の40件,2億7500万米 ド
ルで ある。ハ ノイ市 への直接投資 の累計 は,17億米 ドルであ る。
1994年7月までのベ トナムへの直接投資 を,産 業分野別 の投資 実績 として
みたのが図表7で あ る。 これ を見 る と,(1)製造業(33億3031万米 ドル),(2)ホ
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図表7ベ トナムへの直接投資
1994年7月7日 までの 直 接 投 資 の件 数 と額
ライ セ ン ス プ ロ ジ ェ ク ト984
全 直 接 投 資額US$9,54ss5s,971
産 業 別 の プ ロ ジ ェ ク ト数 と金 額
No.産業 部 門 プ ロ ジ ェ ク ト数
製 造 業412
2.石 油 ・ガ ス25
3.農 業 ・林 業72
漁 業21
運 輸 ・情 報 ・郵 便19
ホ テル ・観 光96
サ ー ビ ス117
8.銀 行 ・保 険14


















テ ル ・観 光(17億9256万米 ドル),(3)石油 ・ガ ス(12億8495万米 ドル),(4)サ
ー ビ ス(6億9371万 米 ドル)
,(5)運輸 ・情 報 ・郵 便(6億1298万 米 ドル),(6)
農 業 ・林 業(3億1464万 米 ドル),(7)銀行 ・保 険(1億6175万 米 ドル),(8)漁
業(7167万米 ドル),の 順 と な っ て い る 。
3日 本企業の ベ トナムへの進 出
日本企業 は,最 近相次 いでベ トナムへ の進 出が活発 になって きてい る。 そ
れ は,日 本企業 の間 で,ベ トナ ム進 出が一種 のブーム とな って いる感が あ る。
まだ,日 本 企業 のベ トナムへの直接 投資の額 はかな らず しも多 くはないが,
最近相次 いで,駐 在員事務所 の開設,工 場建 設 とい った 日本企業 の進 出計画
が発表 されて いる。
ベ トナム は,東 南 アジアで はイン ドネシアに次 ぐ第2位 の人 口7000万人 を
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有 し,国 内市場 も潜在 的 には巨大 な規模 を持 ってい る。地理的 に も,ベ トナ
ムは東南 ア ジアの中心 にあ り,貿 易,国 際取 引 にお いて も極 めて有利 な位置
にあ る。 また,ベ トナ ム人の高 い教育水準 と勤勉 さ といった人的資源 の優秀
さを指摘 す る声 も多 い。 また,最 近で は,三 菱石油 の海底油 田の発見 に象徴
され るよ うにベ トナムの天然資源 に対 す る関心 も高 い。
この ように,ベ トナム は,ア ジアのあ らた な投資 フロンテ ィア として,口
本 企業か ら熱 い視線 を浴 びてい るが,日 本 企業 の対 ベ トナム投資 は まだ本格
化 していない現状 にあ る。 国家協 力委 員会の認 可べ一 スで 日本か らのベ トナ
ムへ の直接投資 を見 る と,93年1月か ら11月まで は,件 数が15件,金額 は9540
万米 ドル と,前 年 に比 べ て大 き く落 ち込 んでい る。 その理 由 は,92年に相次
いだ石油開発 への投資認可が93年にはなかったた めであ る とい う。ベ トナム
政府 は,日 本 か らの投資 を期待 してい るが,現 実 にはベ トナム側 の期待 通 り
になっていない。
94年8月25日,日 本 の村 山首相 は初のベ トナム公式訪問 を行 った。ベ トナ
ム側 で,ベ トナムの経 済発 展のた め,日 本 企業の直接投資 を強 く要請 してい
る。 日越首脳会談 で,ベ トナムのキエ ト首相 は,日 本か らの直接投資 は非常
に少 な く,日 越双 方の希望 に応 えていない と,強 く日本 か らの投資 への期待
感 を表 明 した。 日本 政府 は,村 山首相 の初 のベ トナム公式訪 問 を契機 として,
ベ トナムへの直接投資へ の環境整備 を進 め る方 向であ る。 まず,ベ トナムの
直 接投資 に対 す る海外投資保 険の再 開や円借款 の拡 充 に乗 り出す。 日本 は,
93年にベ トナムへの貿易保 険の引 き受 けを再 開 したが,海 外 事業への投資や
長期融資 を対 象 に した投 資保 険の適 用 は見送 って いた。今回の 日本の海外投
資保険 の再 開 は,ベ トナム投資 を より促進 させ るもの であ る。 また,援 助面
で も,円 借款 や無償 資金協 力 を増やす。93年度の 日本 の対ベ トナム円借款 は
約520億円だったが,94年 には600億円の規模 にす る計画 であ る。
以上 の よ うな,対 ベ トナムへ の投資環境 が整備 され,最 近,日 本企業 のベ
トナムへの進 出が活発化 してい る。
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4日 本の電機産業 のベ トナムへの進 出
日本企業 の中で,ベ トナム進 出 に最 も活発 に動 いてい る業界 は電機産 業 で
あ る。 日本 の電 機産 業のベ トナム進 出の 目的 は,ベ トナム国 内の市場 への販
売 が 目的で,ベ トナ ム側 との合弁形態 での進 出が多 い。将 来的 には,ベ トナ
ムが,ア ジアでの電機産 業の輸 出拠点 と して育 つ可能性 は,大 いにある と筆
者 は考 えている。最近 の,日 系電機 メー カーのベ トナムへの進 出の動 きを見
てみ よ う。
ベ トナムで は,現 在,日 本 ビクターが14,20,25,29型の カラーテ レビを
年間12-13万台程度,委 託生産 してお り,三 洋電機 も14,20型カラー テ レビを
委託生産 してい る。
ソニー は,ベ トナムの3大 家電 メ0カ ーのひ とつ国営 ビエ トロニ クス社 の
タン ビン工場(ViettronicsTanBinh)で委託生産 として組 立作業 を始 めて
い る。ソニー は,ビ エ トロニ クス社 タ ンビン工 場 との問 で,総 額約660万米 ド
ル を投資 して,ベ トナム に合弁会社 を設立 させ る計画 を発表 して いる。 ソニ
ー側 の出資比 率 は,75%の予定 であ る。 この プロジェク トは,国 家協 力投資
委員会 に設立 の 申請 を提 出 し,順 調 にい けば94年の10月の認 可が予定 されて
い る。 この ソニーの合 弁会社 は,合 弁期限 は10年で,95年にはカ ラーテ レビ
を年10万台,ラ ジオ ・カ セ ッ トプレー ヤーやハ イ ファイ システム機器 を9万
台,生 産 す る計画 であ る。99年まで にVTRも 年20万台生産 す る計 画で あ る。
製 品の輸 出 も予定 してい る。
日立製作所 は,94年8月 に駐 在員事務所 の開設認 可 を獲 得 し,近 く駐在員
事務 所 を開設 す る。 さらに,日 立 は,ベ トナムでの家電製 品の現地生 産 に乗
り出す計画 を発表 してい る。 日立 は,ベ トナム の国営家電 メー カーであ る ビ
エ トロニ クス社 に委託 して94年11月か ら14インチカラーテ レビの最終組立 を
始 め る。小型 冷蔵庫 につ いて も96年度初 め をめ どに,委 託生産 に着手 す る方
向 で検 討 してい る とい う。カラーテ レビにつ いては,当 面1か 月当た り,1500
台の生産 を計画 してお り,ブ ラウ ン管 な どの基幹 部品 の供給 や生産 技術 の指
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導 はタイの ヒタチ ・コンシュマー ・タイラ ン ド(バ ンコク)が あた る。
シャー プは,伊 藤忠商事 と組 み,ベ トナムの3大 家電 メー カーのひ とつで
ハ ノイ市人民委員会 の傘下 の ジャン ・ボ ・エ レク トリック社の工場で94年の
11月か ら14型と21型のカ ラー テレ ビの組 立生産 を始 め る。年間4万 台 でス タ
ー ト,品 質,管 理 に問題が なけれ ば徐々 に生産台数 を増 や してい く計 画で あ
る。
東芝 は,94年6月 か ら東芝 の シ ンガポール現地 法人 と三井物 産 のシ ンガポ
ール支店 が,ベ トナムの ビエ トロニ クス社 ツー ドック工場 と提携 して現地組
立生産 を開始 した。現在 月産2000台程度 であ るが,軌 道 にのれば月産5000台
程 度 に増 やす予定 であ る。部 品は,す べて シンガポールか ら持 ち込 み,14型
と20型のカラーテ レビを生産 して いる。
三洋電機 は,93年8月 にホーチ ミンに駐 在員事務 所 を開設 し,ベ トナム戦
争後没収 された生産設備 の返 還交渉 を進 めてい る。 また,日 本 の家電部 品 メ
0カ ー昭和 プラスチ ックス と共 同で,テ レビの外枠 な どの家電部 品の工場 を
開設す るこ とを決 めてい る。
ベ トナムでの現地 生産 で先行 してい る日本 ビクター は,こ れ まで は委託 生
産形態 で ある部 品供 給 に よる組立生産 であ ったが,合 弁方式 による本格生 産
の移行 を検 討 中であ る。 ビクターの親会 社で ある松 下電器産 業 は,94年5月
にホー チ ミンに駐在員事務所 を開設 し,市 場 調査 や ア フターサー ビスの支援
を実施 す る予定 で ある。
NECは93年7月 にハ ノイ に駐 在員事務 所 を開設 し,富 士通 も,94年3月 に
ハ ノイに駐 在員事務所 を開設 してい る。
以 上の ように,日 本 の電機 メー カー,特 に家電 メー カー を中心 として,93-
94年には,相 次 いで駐在員事務所 の開設,お よび現地 メー カーへの委託生産・
合弁企業 の設立 に関す る計 画が発表 され,一 部 で生産が開始 された。
9)
ベ トナムの家電市場の現状 を見てみよう。
ベ トナムでは,所 得水準の上昇 を背景 として,急 速 に家電製品市場が急成
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長 してい る。特 にテ レ ビの売 り上 げが伸 びてい る。 ここ2年 間,ベ トナムの
現地 テ レビ組立工場 は,大 成功 を収 めて いる。 ビエ トロニ クス社 を始 め とす
る多 くの現 地 テ レビ組立工場 は外 国企業 か らの生産 委託 に よ り,現 地市場 で
確 固た る地位 を築 いている。製品 の品質 に関 して も消費 者か ら信頼 を得 てい
る。
1992年の初期 頃 は,カ ラー テ レビや カセ ッ トプ レーヤーの輸入 が急増 し,
ベ トナ ムの現地組立工場 は,悲 観 的な状 況で あった。ベ トナム政府 は,こ れ
らの家 電製 品の輸 入 を一時禁止 す る措 置 を とった。 この政府 の決定 によ り,
国産品 の価 格が40-50%跳ね上が る結果 となって しまった。 しか し,現 在 で
は,状 況 が変化 して いる。現在,現 地 の組立工場 は,競 争 力 ある製晶 を生産
し,消 費者 の信頼 を得 ている。消費者 は,む しろ輸入製 品の品質の方 を心配
してお り,国 産 品への信頼 が高 くなっている。 国産 の製 品 は,製 品の保証 が,
6か月か ら1年 または2年 とした ことか ら,国 産 品 の信頼 につなが ったた め
であ る。現地組 立工場 は,他 方i激 烈 な競争 となっている。ベ トナムで よ く
知 られ てい るブラ ン ドは,パ ナ ソニ ック,JVC,ソ ニー,シ ャープ,サ ンヨ
ー,サ ム ソ ン(Samsung),ダエ ウ(Daewoo>,ゴー ル ドス タ ー(Gold
Star),NEC,フィ リップ ス(Phillips),トム ソン(Thomson),等が あ る。
フ ィ リップ スや トム ソ ンといった ヨー ロッパ企業 のブ ラン ドは,ベ トナムで
は少 な くなって きてい る。現在韓 国企 業の ブラ ン ドであ るサム ソンの 白黒 テ
レ ビが,ベ トナムの市場 で大 きな シェアー を占めて いる。
1993年の統 計 に よる と,ベ トナムの現地組立工場 は,ベ トナムで使 われて
い る50万台以上 の テ レビの約90%を生産 して いる。 この テ ンポでい くと,カ
ラーテ レビの生産 台数 は,こ こ数年 の間 に 白黒 テレ ビの生産 台数 を上 回 るで
あ ろう と予想 さてい る。 フ ィリップス,ト ム ソン とい った ヨー ロ ッパ企業 の
ブラ ン ドは,ア フターサー ビスの不備 か らシェアー を下 げてい る。多 くのベ
トナム人 は フィ リップス,ト ム ソ ンの テ レビを修理 す るこ とは困難 と考 えて
い る。 これ に対 してi日 本 のメー カーの ブラ ン ドは,ベ トナム市場 で顧 客 の
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信頼 を得 ている。 その大 きな理 由は,ベ トナム国内で,サ ー ビスメイ ンテナ
ンスが整 備 され てい るた めであ ろう と考 えられ る。韓 国の家電企 業 も,ベ ト
ナム家電市場 で大 きな足掛 か りを持 ってい る。韓 国の ブラ ン ドは,日 本 ブラ
ン ドの約60-70%程度の安 い価格 で販売 されてい る。
ここ10年以 内 にベ トナムにある白黒 テ レビの約80%は,カ ラーテ レビに買
え替 え られ るで あろ う と予想 されてい る。ベ トナムの民衆 の生活 水準 と所 得
が近 年急速 に向上 して きてい る。 また,競 争激化 によ り価格 の低 下 といった
状 況 になって きてい る。以上 を見 る と,テ レ ビを代 表 とす るベ トナムの家電
市場 は,将 来 急速 に成長 す る ことが期待 され てい る。
5ベ トナムの投資環境の問題点
ベ トナムは,以 上述べたような ドイモイ政策,外 資導入政策により,順調
に外国か らの投資が拡大 している。 しか し,ベ トナムの投資環境 は,ベ トナ
ム政府の努力 にもかかわ らず,依 然 として多 くの問題点がある。
第1は,ド イモイ政策 は,高い経済成長 をもた らしたが,そ の反面,社会 ・
経済的歪みをも生み出 した ことである。貧富の格差の拡大,高 い失業率,役
人の汚職の蔓延,風 紀の乱れ等の社会問題が表面化 している。
第2は,ベ トナムの外国投資法 には,ま だ外資側が不満 とす る点が多いこ
とである。特に,合 弁期限を中心 とした事業存続期間が存在す る点に問題が
ある。外国投資法では,天然資源開発関連以外の合弁企業や100%外資企業 は
原則 として20年まで と規定されていたが,最 近事業存続期間の延長が決定 し
原則20年まで としているのを50年に延長,事 業によっては最長70年まで存続
を認 めると改正 した。 これは,外 資の投資環境 としては改善 された といえる
が,依 然存続期間が存在 していることには変わ りがない。その他の問題 とし
て,外 貨バランスの問題,取 締役会の人的構成に対する制限などが存在する。
また,法 律の運用 に関する不満 も多 く,役人が恣意的に法律を解釈する とい
う法律の統一的解釈 ・運用に問題がある。
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第3は,ま だ インフラス トラクチ ャーの整備 が遅 れ ている こ とであ る。電
力,通 信,港 湾,道 路,鉄 道 といった基礎 的イ ンフラ ス トラ クチ ャーが未 だ
決定 的 に立 ち後 れて いる。ベ トナム政府 は,こ の よ うな インフラス トラ クチ
ャーの建設 を促進 す るた めホー チ ミン,ハ イ フォン,ダ ナ ンに輸 出加工 区の
建 設 を予定 してい るほか,イ ンフラス トラ クチ ャーへの外 国投 資の商業 プ ロ
ジェク ト化(外 国企業 が建 設か ら施設 の運 営 まで手が け,利 益 を上 げた後,
施 設 をベ トナム側 に引 き渡 す方式)を 認 める政策 を打 ち出 してい る。
ベ トナムの投資環境 の将来 を考 える上 で極 めて大事 なのは,先 進諸 国や国
際金融機 関のベ トナム支i援であ ろう。IMF(国 際通 貨基 金)は,ベ トナムへ
の融資 を93年度 中に再開 す るこ とを決定 した。 日本 は,ベ トナム に対 す る円
借款 を92年11月に再 開 した。世界銀行,国 際開発計 画(UNDP)と 日本aフ
ラ ンス等の主要先進 国 はベ トナムの経済改革 を支援 す るために,93年 と94年
にパ リで国際援助会 議 を開催 し,ベ トナム に対 す る協調 融資,法 制度 の整備
とい った ノウハ ウ供与,等 につ いて検討 した。 フランス,中 国,韓 国 と相次
いでベ トナム との国交が樹 立 され た。 アメ リカ は,1964年以 来続 けてい るベ
トナムへ の経済制裁措 置 を,1994年2月3日 に全面 的 に解 除 した。近 い将来
アメ リカ とベ トナム との国交正 常化が進 む可能性が 高い。以上 の よ うに,最
近,ベ トナム支援 に関連 す る動 きが相 次 いでい る。筆者 は,ベ トナ ムの企業
経 営環境 について,今 後注意深 く見守 ってい きたい と考 えて いる。
お わ り に
現状では,日 本企業のベ トナムへの直接投資は,ま だ本格化 していないが,
今後 日本企業のベ トナムへの投資 は拡大すると予想 され る。筆者 はこれか ら
の日本企業の国際化展開を考 える上でベ トナムは極 めて重要な位置 を占めて
くる可能性があるのではないか と考 えている。
日本企業のアジア地域へのグmバ ル展開を見ると,当 初は台湾 ・韓国 ・
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香港 ・シンガポール とい ったNIES諸 国への企 業進出 を手始 めに,以 後,マ
レー シア,タ イ,イ ン ドネシア とい ったASEAN諸 国 に企業進 出が進 んでい
る。今後 の 日本企 業の進 出先 として期 待 されてい るのが,中 国 とベ トナムで
あ る。ベ トナムは,本 稿 で述べ た ように社会 主義 の体制 下で市場 経済 の導入
や外 資導入 を 目指す ドイモ イ政策 が推進 され,少 しずつ成果 を上 げて いる。
特 に,ベ トナムは,国 内 に約7000万人 の巨大 な人 口を抱 えている こと。 また,
ベ トナムは地勢 的 に も東南 ア ジアの中心 に位 置 し,マ レー シア,シ ンガポー
ル,イ ン ドネ シア とい った諸 国 とも地理 的 に近 い。 シンガポール,マ レー シ
ア,イ ン ドネ シア とい った現在 経済が急成長 してい る国が隣接 して存在 す る
とい うの もベ トナムの将 来 に とって有利 であ る。
筆者 は,将 来 の 日本企業のベ トナム進 出について考 える時,多 くの危惧 さ
れ る問題 が思 い浮かぶ。第1に 危惧 され る問題 は,か つて 日本企業 のア ジァ
諸 国への企業進出 において現地で批判 された,日 本企業 のオーバ ー プレゼ ン
ス,す なわ ち集 中豪雨 的投資 であ る。ベ トナムの現在 の現状 は,ベ トナム政
府 が 日本か らの投資が少 ない とい う不満 を持 って いる状 況で,む しろ日本 の
投資 の少 な さが 問題 とな ってい る。 しか し,近 い将来 日本企業 のベ トナム投
資 は間違 いな く増加 して くるで あろ う。 その際,過 去 に批判 された,集 中豪
雨的投資 に伴 う社会 の摩擦 をで きるか ぎ り回避 しなければな らない。ベ トナ
ムは幸運 に も他 の東南 アジア諸 国 と比 較 する と,大 都市が国土 に分散 してお
り,ホ ーチ ミン,ハ ノイの2大 都 市以外 に,ダ ナ ン,ハ イフォンな どの大都
市 を抱 えて いる。 日本企業のベ トナム進 出にあた って は,ホ ーチ ミンに集 中
す るので はな く,可 能 な限 り他 の地域 に立地 す るこ とが望 ま しい。
第2の 問題 は,環 境 問題 に配慮 した企業進 出が必 要で ある とい うこ とであ
る。 これ は,何 もベ トナムに限 った こ とで はないが,重 要 な問題 で ある。発
展途上 国の環境 問題 において果 たす外資 系企業 の役割 は重大 であ る。特 にベ
トナムで は,ベ トナム戦争時代 の環境破壊 の影響 がい まだ に残 っている故,
環境 問題 へ の関心 もよ り高い。 これか らの 日本企 業のベ トナム進 出は,大 企
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業のみではな く中堅 ・中小企業の進出が予想 される中で,特 に中堅 ・中小企
業 の環境問題への積極的取 り組 みが必要であろう。
第3の 問題は,現 地への積極的な技術移転 である。 日本企業は,従 来,ア
ジア進出に関 して,現 地への技術移転の不足が批判 されていた。ベ トナムは,
技術移転先 としての環境 としては多 くの障害を抱えているが,ベ トナム人の
技術吸収能力については,か な り高 く評価 されている。文化的にも日本 とベ
トナムは共通点 も多 く,工夫 と努力次第では,ベ トナムは高い技術 を持つ国
家 となる潜在的能力を持 っていると筆者は思 う。ベ トナムの教育水準 は,全
体的に東南アジア諸国の中で も高い。ベ トナムの識字率 は90%弱と高 く,初
等教育 もほぼ9割 の子供が受けている。中等教育,高 等教育 もかな り普及 し
ている。大学は国立大学 を中心 として各種の大学が全国の主要都市 にあ り,
優秀な労働力を供給 している。筆者 は,長 期的視野でベ トムを見 ると,ベ ト
ナムは将来 アジアで最 も優れた技術 を持 った技術立国 となる可能性 はあると
予測 している。
ベ トナムの21世紀はいかなる歴史 をた どるのであろうか。アジアでは20世
紀が日本の時代であるとした ら,21世紀 はベ トナムの時代 になるか もしれな
い。そんな明 るい未来 を考えなが らも,ベ トナムの余 りにも困難な現実 を直
視する とその見方は楽観的すぎるようにも思 える。筆者 は,こ れか らもベ ト
ナムの将来 を見つめていきたい。 また,可 能ならばベ トナムの発展に対 して
微力なが ら力 を尽 くしたい と考えている。筆者の最初の取 り組み として.ド
イモイ政策 の生みの親 であるグエ ン ・スア ン ・オアイ ン(NguyenXuan
10)
Oanh)博士 の著書 を日本で翻訳 す る作業 を始 めてい る。(1994年10月19日)
注
1)関 口末 夫,ト ラ ン ・ヴ ァン ・トゥ(1992),P・9。
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